
え込んでしまうケースもあり

ますが、小さな違和感をその

ままにすると、意欲低下や早

期離職に繋がるおそれがあり

ます。 

若年労働者の職場定着に関

する調査ではありませんが、

厚生労働省の調査報告書では

「『働きがい』『働きやすさ』

は、従業員の意欲、定着及び

会社の業績向上を高める傾向

があることがうかがわれる」

とされています。 

  

◆相談できる体制づくりを 

また、同報告書では「『働き

がい』は…（中略）…『自己効

力感』が充足されるような雇

用管理がなされた場合に高ま

る傾向があり、『働きやすさ』

は『自己効力感』に加え、『相

談できる体制』や『福利厚生』

に関する雇用管理がなされた

場合に高まる傾向がみられ

る」とされています。 

「困っていることはない

か」「相談しやすい相手はいる

か」等、短時間でも継続して

対話の機会を設け丁寧に確認

することが、安心して働ける

職場づくりに繋がります。今

一度、自社の受入れ体制を見

直してみてはいかがでしょう

か。 
 

【参考】 

新規学卒就職者の離職状況 

https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/0000

137940.html 

 

「働きやすい・働きがいのある職

場づくりに関する調査報告書」概

要（平成 26 年５月） 

https://www.mhlw.go.jp/seis

akunitsuite/bunya/koyou_rou

dou/roudouseisaku/chushou

kigyou/dl/houkoku_gaiyo.pdf 

 

 

６月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 

１日 

○ 労働保険の年度更新手続

の開始＜7 月 10 日まで

＞［労働基準監督署］ 

 

１０日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴

収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

 

３０日 

○ 個人の道府県民税・市町

村民税の納付＜第1期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞［公共職

業安定所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

ーネット上での誹謗中傷型」の

ハラスメント行為への対応例と

して、ホームページ等の運営者

への削除請求や発信者情報の開

示請求を挙げていることから、

自社が誹謗中傷の被害にあった

りプライバシーを侵害するよう

な情報が掲載されたりした場合

に備えて、方法を確認しておく

とよいでしょう。 

 

◆法務省が手引きを公表 

法務省が４月 15 日に公表し

た『インターネット上の誹謗中

傷書き込み削除依頼の手引き』

には、Google や LINE ヤフ

ー、Instagram や Facebook 

などを運営する Meta といった

主なプロバイダ、サーバの管

理・運営者ごとに、自ら削除依

頼を行う場合の手順が掲載され

ています。「削除依頼フォー

ム」のどの項目をクリックする

のか、どの選択項目にチェック

を入れるのかなどが解説されて

おり、削除依頼のメールテンプ

レートも掲載されています。 

ダウンロード等して保存して

おくとよいでしょう。 

 

【参考】 

「インターネット上の誹謗中傷

書き込み削除依頼の手引き」 

https://www.moj.go.jp/JIN

KEN/jinken88.html 

 

 

新入社員の働きやすい 

職場環境づくりのすすめ 

 

新入社員の業務開始から

１カ月ほどが経つこの時期

は、職場や仕事への理解が進

む一方、不安や戸惑いが見え

やすくなる時期でもありま

す。新規学卒者の就職後３年

以内離職状況をみると、令和

４年３月卒は大卒 33.8％、

高卒 37.9％と、平成 30 年

３月卒の大卒 31.2％、高卒

36.9％より増加傾向にあ

り、若手人材の定着は多くの

企業に共通する課題です。 

 

◆小さな不安を見逃さない

ことが重要 

「質問しづらい」「周囲に

迷惑をかけたくない」と感

じ、業務内容、人間関係、仕

事の進め方などの悩みを抱

インターネット上で自社に対

する誹謗中傷の書込みを見

つけたら？ 
  

◆法・有害情報に関する相談

は高止まり傾向 

総務省がまとめたインター

ネット上の違法・有害情報に

関する報告書によると、違

法・有害情報相談センターに

寄せられた令和６年度の相談

件数は 6,403 件で、令和５

年度の 6,463 件に引き続き

高止まり傾向にあります。 

相談者の属性は「個人」

85.2％、「個人事業主」

8.2％、「企業・団体」5.7％

と、個人の割合が圧倒的に多

くなっています。 

 

◆カスタマーハラスメント対

策の観点から押さえておくべ

きこと 

 一方で、今年 10 月から企

業にはカスタマーハラスメン

ト対策を講じることが義務と

されます。 

厚生労働省の『カスタマー

ハラスメント対策企業マニュ

アル』では、「SNS／インタ
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